
  

 

 

板橋区成年後見制度利用促進基本計画 2026の概要について   

 

  令和６年３月に「板橋区高齢者保健福祉・介護保険事業計画 2026」のなかで、板橋区成年後見制

度利用促進基本計画 2026（以下、「基本計画 2026」という。）」を策定した。今回、この基本計画

2026 の概要について、以下のとおり報告する。 

 

１ 基本策定の背景 

  成年後見制度は、認知症や障がいなどの理由で判断能力が不十分な方の権利を守るため、その方

に代わり、契約や財産管理などを行う成年後見人等（成年後見人、保佐人、補助人）を選任する法的

な制度で、平成 12（2000）年４月１日から開始されました。 

平成 28（2016）年５月施行の成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成 28 年法律第 29 

号）及び平成 29（2017）年３月閣議決定の「成年後見制度利用促進基本計画」に基づき、区市町

村は、成年後見制度の利用促進に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めることとさ

れています。 

成年後見制度は、権利擁護を担う制度の一つであり、ＳＤＧｓの「誰一人取り残さない」という理

念にも通じるものです。支援が必要な方が安心して生活を送ることができるよう、「板橋区成年後見

制度利用促進基本計画 2026」を策定し、認知症高齢者や障がい者の権利擁護支援と成年後見制度の

利用促進に向けた取組を推進していきます。 

 

２ 計画の位置づけ 

「板橋区成年後見制度利用促進基本計画 2026」は、成年後見制度の利用の促進に関する法律第 

14 条に規定する区における成年後見制度の利用促進に関する施策についての基本的な計画に相当

し、他の計画との連携・調整を図っていきます。 

 

３ 計画期間 

令和６(2024)年度から令和８(2026)年度までの３年間を計画期間とします。 

 

４ 計画の対象 

認知症高齢者や障がい者など成年後見制度を必要とする全ての区民を対象とします。 
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５ 施策の展開 

３つの施策目標を定め、それぞれの目標ごとの取組について振り返りを行うとともに、国の「第二

期成年後見制度利用促進基本計画」を踏まえつつ、引き続き、中核機関（権利擁護いたばしサポート

センター）の機能強化等に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


